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はじめに 

 本レポートは、国内外のエンジニアリング業界におけるビジネス動向、企業動向等に関し、業界誌、

新聞報道、インターネット等から得られる情報に加え、当協会が入手した関連省庁の情報等を参考に、

その中から注目すべき内容や興味深いテーマを取り上げ、その概要を報告するものです。 

 

報告 

“水素社会”の実現に向けた取組みについて 

 

 本年 4 月 11 日、「第四次エネルギー基本計画」が閣議決定された。同計画では、“水素社会”の実

現に向けた基本政策と講ずべき様々な施策が述べられている。その後 6 月 24 日に閣議決定された

「『日本再興戦略』改訂 2014」 においては、これまでの水素関連の施策についてのフォローアップ

と新たな取り組みが示されている。 

これまでは遠い将来だと考えられていた水素エネルギー利活用について、約 30 年間の国家プロジ

ェクト等を経て、2009 年に家庭用燃料電池が市場投入され、2015 年に燃料電池自動車（FCV）が

市場投入される予定であるなど、世界に先駆けて水素エネルギー利活用に向けた入口が見え始めてい

る。 

水素は、電気、熱に加え、将来の二次エネルギーとして中心的役割を担うことが期待されている。

これは、水素エネルギーが化石燃料や原子力および再生可能エネルギーなど、すべての一次エネルギ

ーから様々な方法で製造する事ができ、その利用段階で温室効果ガスの排出が無いクリーンなエネル

ギーであること、更に、気体、液体、固体（合金に吸蔵）というあらゆる形態で貯蔵・輸送が可能な

利便性の高いエネルギー源であることによる。 

しかしながら、現時点においては、安価で安定的な水素供給システム（製造、貯蔵・輸送）は確立

出来ていない。水素エネルギー利活用社会の実現に向けては、技術面はもとより、コスト面、制度面、

インフラ面で未だ多くの課題が存在している[1][2][3]。 

本レポートでは、水素のサプライチェーンである、「製造」、「貯蔵・輸送」、「供給・利用」の各段

階における、水素エネルギー技術の現状と課題、将来の見通しを中心に、水素社会の実現に向けた取

組みについてその概要を述べる。 

 

１．水素とは[4][5] 

（１） 水素は、常温では無色・無味・無臭の気体で、拡散性・還元性に優れ、ガスの中で最も

軽く、小さな元素である。地球上では水素分子（H2）が安定な状態なのだが、比重が空

気のおよそ 1/14 しかなく、また沸点が約-253℃と極端に低いために大気上方に拡散して

しまい、自然界に純粋な状態では存在しない。地球上では水素の結合性の高さからその

ほとんどが酸素と結合して水（H2O）、あるいは炭素などと結びついた有機物として存在

している。そのため、我々が水素ガスを純粋な状態で利用するときは、水や有機物など

の化合物を熱や触媒などを使って分解して取り出す必要がある。 

（２） 純粋な水素ガスは人体に無害であるが可燃性ガスである。空気中の濃度が爆発限界（空

気中、20℃、1 気圧の条件で 4%）を超えると、酸素と結合して爆発的な燃焼が起きる。
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但し、化学物質の中でも最大の漏れやすさを持つため、開放空間に漏れた場合はすぐに

拡散してしまう。また、自然発火温度（空気中、1 気圧）は 527℃で、同温度が 500℃

のガソリンよりは発火しにくい性質を持っている。一方、2011 年 3 月に東京電力福島第

一原子力発電所の複数の原子炉建屋で発生した水素爆発のように、密閉された空間に水

素ガスが蓄積すれば危険な事態に至ることは免れない。 

（３） 水素ガスは酸素、窒素、アルゴン等の産業ガスの代表種の一つとして、鉄鋼、化学、発

電、エレクトロニクス、油脂、金属、ガラス、食品、医療など広範な産業分野で使用さ

れている。エネルギーとしても、質量当たりのエネルギー密度はガソリンの 3 倍と、石

油や液化天然ガス（LNG）に比べて非常に大きいため、宇宙ロケットや航空機燃料では

積極的な利用と研究がなされている。 

（４） 国内の石油業界や化学業界等で年間に生産される水素ガスの量は 150 億 Nm3（Nm3 は

0℃、1 気圧の標準状態の体積単位）程度で、大部分は工業原料として自家消費されてい

る。このように水素は大量に製造・消費されているが、ほとんどが工業地域の中で扱わ

れるため、一般市民の目に触れることはほとんどない。また、約 3 億 Nm3強が半導体、

金属、硝子、化学工業など向けに外販されている。 

   

２．水素エネルギー研究開発の経緯[6][7] 

水素エネルギーの研究開発が本格的に始められたのは、1970 年代のいわゆる石油ショックが

契機とされる。それ以来、我が国の国家プロジェクトとして研究が進められて久しい。 

（１） 最初は、当時の通産省工業技術院（現独立行政法人産業技術総合研究所）の下に 1974

年に発足した「サンシャイン計画（新エネルギー技術開発計画）」、その後、1978 年にス

タートした「ムーンライト計画（省エネルギー技術開発計画）」と地球環境技術開発計画

を統合して 1993 年に発足した「ニューサンシャイン計画」のもとで研究開発が進めら

れた。 

（２） 総合的な水素エネルギーの研究開発は、「ニューサンシャイン計画」の一環である「水素

利用国際クリーンエネルギーシステム技術研究開発：WE-NET（World Energy 

Network）」として、新エネルギー・産業技術総合開発機構（NEDO）のもとで 1993 年

度から 10 年間に亘って実施された。当初は海外の再生可能エネルギーで大量且つ大規模

に製造した水素エネルギーを我が国に輸送し、発電用燃料に使おうとするものであった。

しかしながら、当時、燃料電池自動車への期待が一挙に高まったことから、WE-NET 計

画は現状への対応へと舵を切り、水素ステーションの開発と実証など注目すべき成果を

挙げた。同計画は 2003 年度までの予定であったが、1 年前倒しで終了し新たなプロジェ

クトである「水素安全利用等基盤技術開発」にとってかわることになった。これにより、

WE-NET の 10 年間にわたる成果は、この新しいプロジェクトに反映されることになっ

た。 

（３） 「水素安全利用等基盤技術開発」は、規制緩和に必要な技術的検討を主たる目的として

2003 年度より開始された。その後 2005 年度より自動車用および定置用燃料電池に関す

る規制再点検及び標準化のための研究開発「水素社会構築共通基盤整備事業」と、燃料
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電池用水素に係わる実用化技術の研究開発を加速するための研究開発「水素安全利用等

基盤技術開発」に分けて再編成され、前者は 2005~2009年度にかけて、後者は 2003~2007

年度にかけてそれぞれ実施された。 

（４） 上記と並行して、2002 年度からは燃料電池自動車・水素インフラの普及に向けた技術実

証として JHFC プロジェクト（水素・燃料電池実証プロジェクト：Japan Hydrogen & 

Fuel Cell Demonstration）がスタートした。当協会は本事業の実施団体として 2008 年

度までは（財）日本自動車研究所と、2009 年度からは同研究所に加え、(財)石油産業活

性化センター及び(社)日本ガス協会と共同で実施した。この間、計 17 ヶ所のそれぞれ異

なる方式の水素ステーションを設置・運用し、ステーション運用技術の実証と課題の明

確化､安全等にかかわる規格･基準策定のためのデータ取得などを行い、同プロジェクト

は 2010 年度を以って終了した。現在この活動は水素供給・利用技術研究組合（HySUT）

に引き継がれている。 

（５） 2008~2012 年度には、これまでの事業成果等を踏まえ、燃料電池自動車実用化のための

水素供給インフラ市場立上げ（2015 年頃を想定）に向け、水素製造・貯蔵・輸送・充填

に関する低コストかつ信頼性・耐久性に優れた機器およびシステムの要素技術開発、実

用化技術開発を実施した。引き続き、2013~2017 年度には、2020 年以降の燃料電池自

動車及び水素供給インフラの本格普及に向け、国内規制適正化・国際基準調和・国際標

準化に関する研究開発、FCV 及び水素ステーション用低コスト機器・部品等の研究開発

を行い、一連の機器及びシステムのコスト低減、FCV の普及展開及び国際競争力確保に

資するための各種研究開発を実施している。 

 

３．水素エネルギー技術 

 水素エネルギー技術は、水素製造技術、水素貯蔵・輸送技術、水素供給・利用技術に大別され

る。水素の製造・貯蔵・輸送・利用に係わる将来イメージを図 1 に示す]。 

 

 

図 1 水素の製造・貯蔵・輸送・利用に係わる将来イメージ 

｛出所：「水素・燃料電池について」資源エネルギー庁  

総合資源エネルギー調査会 平成 25 年 12 月｝ 
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３．１ 水素の製造技術[3][8][9] 

（１） 水素は様々な一次エネルギー源から製造することができる（化石燃料改質、電気分解、

副生水素利用等）が、製造方法によって水素供給量、製造コスト、環境負荷低減の度合

い、エネルギー政策上の意義等は大きく異なる。 

（２） 現在は化石燃料（天然ガス、ナフサ）の改質によって工業的に製造されているほか、製

鉄所やソーダ工業からの副生水素が供給源になっている。将来的には、火力や再生可能

エネルギーからの電力を用いて製造されることが期待されるほか、長期的に実現が期待

されるバイオマスガス化、水熱分解、光触媒などの低炭素水素製造技術が研究開発され

ている。 

 

研究開発段階にあるものも含め、各製造方法における現時点での技術レベル、安定性、環境

性、経済性について評価し比較したものを表 1 に示す。但し、各製造方法の定量的な比較は現

時点においては存在しない。 

 

表 1 水素製造方法の比較 

｛出所：「水素・燃料電池について」資源エネルギー庁  

総合資源エネルギー調査会 平成 25 年 12 月｝ 

 

（３） 現在の水素利用は、石油精製過程における水素化脱硫や、各種工業プロセスにおける産

業ガス等に限られているため、水素の製造については、副生水素の活用や、各々の利用

場所における化石燃料改質や水電解等で賄えているのが現状である。他方、将来的に水

素の需要が拡大するのであれば、大量の水素を安価・安定に供給するシステムを確立す
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る事が必要である。また、現在、再生可能エネルギーによる高効率低コスト水素製造技

術の開発等の取組みが進められているが、将来的な水素の需要が見通せないため、本格

的な技術開発に踏み込めていないとの指摘もある。このため、技術的課題を明らかにし、

官民の適切な役割分担において、課題解決に取組んでいくことが重要である。また、各

製造方法のメリット・デメリットを定量的に比較し、水素の需要及び供給の具体的な見

通しについて共通認識を持って現実的な導入シナリオを描く事が必要である。 

（４） 実用化に向けた研究開発事例 

① 低コストアルカリ水電解システムの開発： 

      再生可能エネルギー等により発電された電力を用いて水素を製造する水電解システム

について、大型化すると共により低コスト・高効率となるよう技術開発が行われている。 

② 光触媒の実用化に向けた研究開発： 

水や二酸化炭素を原料に、太陽エネルギーを用いてプラスチック原料等の基幹化学品を

製造するプロセス開発の一環として、水から水素を製造する光触媒の研究開発が行われ

ている。 

 

  ３．２ 水素の貯蔵・輸送技術[3][8][9] 

  （１）水素は体積当たりのエネルギー密度が低く（天然ガスの 1/3 程度）、これをどのような手

段で高い密度に維持しつつ、貯蔵・輸送するかが課題となる。これに加え、水素の製造方

法や利用方法、供給地と需要地の距離等によって、様々な方法が考えられる（図 2 参照）。 

     また、各貯蔵・輸送方法とそれぞれの特徴を表 2 に示す。 

       

              図 2 水素の輸送・貯蔵方法 

｛出所：「水素の製造、輸送・貯蔵について」資源エネルギー庁  

燃料電池推進室 平成 26 年 4 月 14 日｝ 
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表 2 水素の貯蔵・輸送方法と特徴 

｛出所：「水素・燃料電池について」資源エネルギー庁  

総合資源エネルギー調査会 平成 25 年 12 月｝ 

 

  （２）輸送分野では、すでに高圧ガス輸送、液化水素輸送が実用化されている。水素は-253℃で

液化し、体積もガスに比べて約 1/800 となるため、通常のガスや圧縮ガスに比べ輸送・貯

蔵効率が高くなる。液化水素は、従来ロケット用燃料として用いられていたが、近年、工

業用の水素供給に占める割合も高まってきている。将来的に大量の水素需要が生じた場合、

水素を貯蔵・輸送媒体（エネルギーキャリア）として用いる方法として、液化水素輸送に

加え、既に新規技術として実証されている有機ハイドライド方式（水素をトルエンと反応

させメチルシクロヘキサンという別の有機化合物にして貯蔵・輸送する）が現在有望と考

えられている。有機ハイドライドは、体積が通常のガスに比べて約 1/600 程度になること

に加えて、既存の化学物質を輸送するインフラを活用することが可能というメリットがあ

る。 

（３）水素の輸送手段としては、長期的には、都市ガスと同様にパイプラインで輸送するケース

も考えられる。国内でも工業用水素をコンビナートや近傍の化学工場等の間でパイプライ

ンを通じて融通している例（北九州水素タウン）がある。 

  （４）水素貯蔵技術のうちでも、燃料電池自動車のようなスペースに制限のある用途に対しては

体積エネルギー密度が高い水素吸蔵合金の活用も期待されるが、現状ではまだ研究開発段

階であり、一層の低コスト化が必要とされている。 

（５） 高圧ガス水素の輸送において、圧縮水素運送自動車用容器の最高充填圧力を 35MPa か
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ら 45MPa に引き上げるための技術基準の整備に伴い、経済産業省により 2014 年 4 月に

技術基準の改正が行われた。 

（６） 液化水素の貯蔵・輸送では、液化効率の向上（液化エネルギーの低減）とボイルオフガ

スの低減が課題であり、課題克服のための様々な研究開発が行われている。また、海外

から水素を液化水素として輸入する場合には液化水素運搬船が必要となる。同運搬船の

開発には LNG タンカーで実績のある造船事業者等が取組んでおり、世界初となる液化

水素運搬船の 2017 年頃の実用化を目指している。 

（７） メチルシクロヘキサンやトルエンなどの物質は、本来的には水素キャリアとしての利用

が想定されてこなかったため、各種規制（高圧ガス保安法、消防法、建築基準法、他）

について対応が必要となる。将来的にはメチルシクロヘキサンを水素ステーションに直

接輸送し、その場で脱水素を行うことで水素を得ることも考えられるが、そのためには

脱水素装置の小型化や熱源の確保、また法規制への対応が必要となる。 

 

  ３．３ 水素供給技術[9][10] 

  （１）水素ガスを最終利用用途に安全且つ確実に供給する事が必要であり、特に燃料電池自動車

（FCV）に対して水素を供給するには、通常は水素ステーションが必要である。 

  （２）水素ステーションは、他の場所で製造された水素を水素ステーションに運搬・貯蔵してお

いてから FCV に充填する「オフサイト型」と、水素ステーションで水素を製造して充填

する「オンサイト型」の 2 つのタイプに分けられる（図 3 参照）。 

 

      
              図 3 水素ステーションの構成 

         ｛出所：「燃料電池自動車について」資源エネルギー庁  

燃料電池推進室 平成 26 年 3 月 4 日｝ 
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  （３）水素ステーションや FCV の普及を図る際の課題の一つに、設備等に関する規制の見直し

があり、国は立地、材料、輸送、運営等の分野において高圧ガス保安法、建築基準法、消

防法、都市計画法等の規制の見直しを進めてきた。水素ステーションに関しては構成要素

である各種機器それぞれに個別の課題と研究開発要素があるが、そのいずれもが国際的な

基準と足並みを揃える必要がある他、積極的に我が国が基準・標準分野でもリードしてい

くことが期待される。 

  （４）水素ステーションの整備にかかるコストも一つの重要な課題である。2010 年度の想定で

は、普及期（2015~2020 年）には 2.7 億円程度（中規模オフサイト）を見込んでいた。

しかしながら、①技術開発による効果がまだ出ていない、②仕様の最適化、標準化が十分

に図られていない、③規制見直しの効果がまだ出ていない等によって、建設コストは平均

4.6 億円程度（中規模オフサイト）となっている（図 4 参照）。 

      
          図 3 水素ステーションの建設コスト（中規模オフサイト） 

         ｛出所：「燃料電池自動車について」資源エネルギー庁  

燃料電池推進室 平成 26 年 3 月 4 日｝ 

  

 

（８） 我が国では、2015 年度内に 4 大都市圏を中心に 100 ヶ所程度の整備を目指しているが、

設置申請に係わる法令の所管省庁が複数にまたがっていて調整に時間が必要なことや、

立地開発と建設投資の課題もあり、2014年4月時点で20ヶ所しかないのが実情である。

従い、100 ヶ所整備達成時期には数年の猶予が必要かも知れないとの見方もある。 

   

３．４ 水素利用技術[9][10][11][12] 

  （１）水素の利用技術としては図 5 に示すようなものが想定されるが、以下に主要なものにつ

いて述べる。 
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図 5 水素利活用技術の適用可能性 

｛出所：「水素・燃料電池戦略ロードマップ」資源エネルギー庁  

水素・燃料電池戦略協議会 平成 26 年 6 月 23 日｝ 

 

 

（２）家庭用燃料電池 

  ① 家庭用燃料電池システムは、都市ガスや LPG、軽油などを用い、改質装置により水素

を発生させ、水素と酸素（空気より）が反応することで発電を行うものである。この

発電の際に発生する熱を回収し、温水として貯湯槽に蓄え、家庭に電気と温水の供給

を行う、いわゆるコージェネレーション方式が採用されている。 

② すでに我が国においては 2009 年より市場導入されており、2013 年度末で約 7.2 万台が

普及している。同システムのコスト低減は進んでいるが、国の補助金制度は 2015 年度

で終了するため、更なる低コスト化が必要である。 

③ 欧州では実証段階にあり、日本のメーカーは積極的に海外展開を行っている。海外展開

に向けての国際標準化対応、国内の組成と異なる海外のガス組成への対応等も必要とな

る。燃料多様化に対応することで、災害時にも有効に活用できる可能性も拡大する。 

  （３）業務用・産業用燃料電池 

    ① 家庭用が 1kW 程度の発電容量であるのに対し、業務用では数 kW から 1MW、産業用

では数~数百 MW の発電容量となる。業務用・産業用システムでは、起動停止耐久性や

負荷追随性は家庭用より制約が少なくなるが、より高効率で長期耐久性が必要となる。 

    ② すでに米国や韓国においては 100kW~2MW 級システムの導入が、政府や自治体の補助

制度もあり進んでおり、導入容量ベースでは日本国内の家庭用燃料電池に匹敵する市場

となっている。定置用燃料電池産業における我が国の産業競争力の維持発展のためには、

可能な限り早期に中・大容量燃料電池システムを市場投入する事が重要となっている。 
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（４） 燃料電池自動車 

①  燃料電池自動車（FCV）は、水素を燃料として車載し、空気を取り入れ、空気中の酸

素と車載している水素により発電を行い、それを動力源として走行する車である。走行

時に排出されるのは水だけであるため、究極のエコカーとも呼ばれる（図 6 参照）。 

 
図 6 燃料電池自動車の仕組み 

｛出所：水素供給・利用技術研究組合（HySUT）ホームページ｝ 

 

② 水素燃料としては、現在は高圧タンクに充填した水素を搭載する方式が一般的になって

いる。高圧タンクの充填圧力としては 35MPa と 70MPa の方式があるが、70MPa の場

合には充填一回当たり 500km 程度を超える走行が可能であり現在ではこれが主流とな

っている。 

③ すでに複数の自動車メーカーが 2015 年の市場投入に合わせ、FCV の量産車やそのコン

セプトカーを発表しているが、市場拡大のためには一定の経済性を確保することが重要

であり、FCV の最大の課題はコストの低減である。国は、2025 年頃に同車格のハイブ

リッド車同等の価格競争力を有する車両価格の実現を目指すとしている。 

（５） 水素発電[9][13][14] 

① 天然ガス発電において水素を混焼させることで発電時の CO2 排出量を直接的に削減す

ることが可能である。また、水素のみで発電する専焼発電については世界的に事例が少

なく（イタリアで拡散方式の実証例あり）、今後さらに検討が必要であるが、発電段階

では CO2を排出せず、水素の製造方法によっては、CO2フリーの電源となる。従来のガ

スタービンと同様に大規模化が可能であり、安定・安価かつ大量の水素供給と結びつけ

ることで、大規模かつ安定的で低環境負荷な電源となる。水素発電の導入により恒需的

かつ大規模な水素需要が生じるため、水素価格の低下や燃料電池自動車など他の水素利

活用分野においても波及効果が期待される。 

② 水素は天然ガス等の既存の燃料に比べると、発熱量が低い、燃焼速度が速い、火炎温度

が高い等の燃焼特性を持つため、燃焼部材への影響を含め、耐熱性、NOX低減技術など

水素ガスの燃焼に向けてガスタービンの各種構造の最適化が必要となる。主なガスター



 ENAA 2014.10 

11 / 13 
 

ビンの種類としては「拡散方式」（燃料と空気を別々に噴射する方式）と「予混合方式」

（燃料と空気を予め混合噴射する方式）の 2 種類に分かれる。前者では、NOX低減のた

めの水・蒸気噴射等により効率が低下してしまうが、多様な燃料種への対応が可能とな

り、水素燃焼も可能。一方、後者は高効率の発電が可能となるものの、火炎が不安定に

なりやすいため、現状では水素の混焼は 5%程度が上限と言われている。 

③ しかし最近では、我が国の一部ガスタービンメーカーにおいては、水素濃度が体積当た

り 60%までの混焼において、天然ガス焚き並みの低 NOXを実現する燃焼技術の開発に

成功し、2015 年の市場投入を目指している。更に、水素と天然ガスの比率を自由に変

えられるガスタービンも開発中である。 

 

４．現状の課題と今後の取組みの方向性[9][11][15] 

 政府は本年 6 月 23 日に発表した「水素・燃料電池戦略ロードマップ」において様々な課題に

ついて、その克服に要する期間の長短に着目し 3 つのフェーズに分けて整理している。 

 

４．１ 課題 

フェーズ 1（水素利用の飛躍的拡大）：現在～ 

（１） 定置用燃料電池 

① 家庭用燃料電池の経済性の向上 

② 家庭用燃料電池の対象ユーザーの拡大 

③ 家庭用燃料電池の海外展開 

④ 業務・産業用燃料電池の経済性や耐久性の向上 

（２） 燃料電池自動車（その他輸送用車両を含む） 

① 燃料電池システム等の更なるコスト低減 

② 燃料電池自動車の基本性能等の向上 

③   同上 の海外展開 

④   同上 の認知度や理解度の向上 

⑤ 燃料電池の適用分野の拡大 

⑥ 従来のガソリン車と遜色のない燃料（水素）価格の設定 

⑦ 水素ステーションの戦略的整備 

 

フェーズ 2（水素発電の本格導入／大規模な水素供給システムの確立）：2020 年代後半に実現 

① 発電事業用水素発電の導入に関する具体的な検討 

② 水素発電ガスタービンに関する制度的・技術的な環境整備 

③ 海外からの水素供給に関する制度的・技術的な環境整備 

 

フェーズ 3（トータルでの CO2フリー水素供給システムの確立）：2040 年頃に実現 

① 水素供給国における CCS 

② 再生可能エネルギー由来の水素製造に関する技術開発・実証等 
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③ その他の中長期的な技術開発 

 

４．２ 課題克服に向けた取組み 

（１） 燃料電池の技術開発 

① 家庭用及び燃料電池自動車に用いられる固体高分子型燃料電池（PEFC）の低コスト

化・高耐久化・性能向上等に向けた触媒使用量の低減や低コスト材料による代替等の技

術開発及び計測・解析技術等基盤技術の開発への取組み 

② 業務又は産業用として期待される固体酸化物型燃料電池（SOFC）については、セルス

タック・モジュールの高性能化、耐久性・信頼性向上に資する技術開発への取組み 

（２） 水素発電導入と水素供給システムの確立 

    ① 水素混焼発電では数十 MW 規模での実運転による検証、水素専焼発電では蒸気や水を

噴射することなしに NOXの排出量を抑制できるドライ型水素専焼発電ガスタービン用

燃焼器の開発、安定的な燃焼方法や NOX等の排出量の制御方法等に関する技術開発・

実証への取組み 

    ② 海外からの水素供給に関しては、褐炭や副生物等の未利用資源を用いた、安価で安定的

な水素の製造技術や貯蔵・輸送技術の確立のための技術開発・実証への取組み 

（３） トータルでの CO2フリー水素供給システムの確立 

① 再生可能エネルギーを利用した水素製造技術については、電解電流密度の向上や電  

解セル大型化等による設備コストの低減、変動する再生可能エネルギーへの追従等の技

術開発への取組み 

    ② CCS については褐炭等の未利用エネルギーを用いた水素供給システムに関する技術開

発・実証と一体となって、CO2分離・回収プロセスの効率向上、コスト低減等に関する

技術開発・実証への取組み 

 

 水素の用途別にロードマップを見ると、先行するのは定置用燃料電池と燃料電池自動車である。水

素・燃料電池の市場規模は、我が国だけでも 2030 年に 1 兆円程度、2050 年に 8 兆円程度に拡大す

るとの試算もある。また我が国の燃料電池分野の特許出願数は世界 1 位で 2 位以下の欧米をはじめ

とする各国と比べて 5 倍以上と、諸外国を大きく引き離している。このように水素エネルギー利活

用分野において日本は高い競争力を持つとみられており、関連する産業分野の裾野も広いことから、

日本の「稼ぐ力」を取り戻すことにもつながる事が期待される[11][15]。 
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